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はじめに
　本論の目的は，日本占領下のジャワにおける大政翼賛運動をささえたジャ
ワ奉公会の設立過程を，隣組制度との連動性に注目しながらあとづけること
にある 1．
　日本占領下インドネシアのジャワでは，日本の大政翼賛会を模して結成さ
れたジャワ奉公会によって，ジャワ全島あげて地域住民の動員・統制が行わ
れたことが知られている （西嶋・岸 1959：218-220, Anderson 1961：13-15, 
Kanahele 1967：218-220, Yuliastuti 1984, Frederick 1989：139-142, Sato 
1994：71-75）． 
　一方，日本占領期のジャワにおける隣組についても数多くの研究がある．
これらの研究の知見を概括すると以下の 2 つの論点に大きく整理することが
できよう．
　第 1 に，隣組が日本軍政への協力推進のために住民の動員と統制の役
割を草の根で担ったとするものである （西嶋・岸 1959, 186-187; Anderson 
1961,45; Reid 1974,16; Kanahele 1967=1977,221; Friend 1988,101; Frederick 
1989,114-115）．
　第 2 には，第 1 の論点にふれながらも，隣組制度の導入がジャワ社会
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の変容を促したとみるものである （Benda 1958,154-155; Anderson 1966,42; 
Cribb 1991,40-41; 倉沢 1992,242-253; Sato 1994,72;74-75; 小座野 1997a,15-20; 
1997b,44-46; 2001,74-77; Hering 2002,332-334）．
　上述のジャワ奉公会と隣組の研究を一瞥してみると，両者が同じ構想のも
とで設立されたことや，互いの連動性については等閑視しているうらみがあ
る．しかし，後述するように，軍政当局による大衆動員と組織的統制はジャ
ワ奉公会と隣組との連動によって貫徹した．両者の関係を明示的に論じてい
る数少ない研究としては倉沢，ヘリング，クリッブの研究 （倉沢 1992：250; 
335, Hering 2002：330-334, Cribb 2010：107-108） がある．しかし，やはり
これらの研究も，ジャワ奉公会が設立される過程の段階で，隣組との連動性
がすでに胚胎していたことについては詳細に言及していない．
　以上のような先行研究状況をふまえて，本論では，ジャワ奉公会の設立過
程を，隣組との連動性に注目しながらあとづけていく．
　ジャワ奉公会の設立過程を隣組との連動性に注目しながらあとづける本論
は , 日本の都市社会学および地域社会学の研究の系譜につらなる町内会の歴
史的淵源や「文化型」の議論に資するといえる．また，本論は，朝鮮の国民
総力朝鮮連盟，中国・関東州の関東州興亜奉公連盟，同・満州の協和会，同・
北支の新民会，台湾の皇民奉公会など，日本占領期の東アジア諸国の大政翼
賛運動の歴史研究にも比較の視座をもたらすと思われる．
　本論の構成を示す．1 では，ジャワ奉公会が設立された背景を示す．2 では，
軍政当局によって住民の動員・統制が住民組織の設立をとおして段階的に制
度化された経緯について論じる．3 では，ジャワ奉公会が設立される経緯に
ついて述べる．4 では，軍政当局やスカルノの言説から , ジャワ奉公会と隣
組が同じ構想下で設立されたことを示す．最後に本論のまとめと今後の課題
を述べる．
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1. ジャワ奉公会の設立背景
　ジャワでは 1943 年に米穀の強制供出や配給制度が施行されるなど，すで
に経済状況 2 が悪化し，末端の地域住民に食糧増産などの戦争協力をさらに
求める必要性に迫られていた （小林 2006：11）．山中篤太郎と板垣興一によっ
て実施された中部ジャワのケドゥ州における生活実態調査 3 でも，1943 年当
時の住民生活の困窮ぶりが報告されている．一例をあげれば，繊維類の高騰
について以下のような記述がみられる．
　
「特に視察部に於て戦争後変化せる慮として強調せられたるは繊維類の価
格高騰にて戦前約二十五銭の児童用ショートパンツ一円二十銭内外となれ
ること，特に回教葬儀に必要なる屍衣の入手困難となれることを訴へり」 
（南方軍政総監部調査部 1943：5）
　
　この繊維類の高騰に関する記述から 1943 年当時のジャワでは，児童用の
ショートパンツが戦前と比較して約 5 倍にも高騰したこと，イスラーム教の
葬儀で使用する屍衣さえ入手が困難であった経済状況であったことがみてと
れる．
　1943 年は， 3 月にプートラ （民衆総力結集運動） 発足，4 月に警防団設置，
8 月に兵補制度導入，ジャワ医事奉公会設立，9 月に中央参議院設置，10 月
にジャワ防衛義勇軍発足，ジャワ体育会設立，11 月に労務者動員開始，回
教連合結成，インドネシア人官吏の服務規律制定，12 月にジャワ新聞会発
足など，ジャワ軍政当局によって数多くの施策が行なわれた年であった．こ
れらの施策を時系列的にみていけば，軍政下の緊迫化する戦局にともなって，
軍政当局が住民の動員・統制の強化と，スカルノをはじめとした民族指導者
に一定の政治的参与を与えた経緯が確認できる．
　1944 年に入ると日本の戦局は重大化して，さらなる戦備強化が急務となっ
ていく （防衛庁防衛研究所戦史部 1985：30）．戦争が長期化するにつれて，
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南方の兵站基地と位置づけられたジャワも，インドネシアのほかの島嶼と同
じように孤立し，日本から生活必需品を運搬する船舶も日ごとに少なくなっ
ていった （Kanahele 1967=1977：218）．
　ここで，ジャワ軍政にかかわった三好俊吉郎の証言をみてみよう．ジャワ
軍政に領事待遇で勤務した三好は，ジャワ奉公会が設立された背景を以下の
ように述べている．
　
「奉公会はあたかも日本内地の大政翼賛会のように戦局の緊迫化に伴い，
占領地の各種軍政施策の徹底を期するため全住民的な軍政協力運動として
発足されたものである」 （三好 2009：125）
　
　「戦前・戦中期を通じ外務省きってのインドネシア （蘭領東印度・蘭印） 
専門家」 （後藤 2009：5） だった三好の証言からは，当時のジャワの緊迫した
戦況からジャワ奉公会が設立された経緯が重ねてうかがえよう．ジャワ軍政
当局は「ジャワの戦時体制を一層強化推進し，如何なる困難をも克服して一
途聖戦完遂邁進する磐石不動の決戦組織が必要」 （ジャワ新聞社 1944：40）
と認識していた 4．そして，軍政当局はこの「磐石不動の決戦組織」を「全ジャ
ワ民族を打って一丸とする新住民組織」 （ジャワ新聞社 1944：41） と位置づ
け，悪化する戦況にともなう軍政上の諸問題に対峙しようとしたと考えられ
る 5．
　こうして，ジャワ奉公会は悪化する戦況下で「大衆動員のための最も広範
な組織」 （倉沢 1992：334），また「ジャワの住民に対する組織的な統制を行
うための団体」 （Kanahele 1967=1977：218） として設立されることになるの
である 6．しかし，ジャワ奉公会が正式に設立される以前に，軍政当局は末
端の地域社会に住民組織を導入する形で，住民の動員と統制の制度化を段階
的に構想していた．次に，その制度化の過程を確認してみたい．
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2. 軍政当局による住民の動員・統制の制度化構想
2-1. ジャワ各地における隣組制度の段階的導入
　後述するように，1944 年 1 月にジャワ全土で一律に隣組が設立されたが，
それ以前にジャワ各地で隣組組織が段階的に導入されていた （小林 2006：
12-13）．たとえば，1943 年 3 月 9 日にバンドン （Tjahaja 1943.12.8, Asia 
Raja 1944.3.9），同年 8 月にスラバヤ （ジャワ新聞社 1944：212），同年 12
月にペカロンガン州 （治官報 14 号：26，Sinar Baru 1943.1.21），マラン州 
（ジャワ新聞 1944.12.5），ケドゥ州 7 （ジャワ新聞 1943.11.21） で段階的に隣
組の設置がなされていたことが確認できる．
　ジャワでいち早く隣組制度を導入したと判断できる西部ジャワ最大の都
市バンドン市 8 では，隣組の設置の目的を a から d の以下 4 点と定めていた 
（Bandoeng Si 1943a：6-7）．
　
a. 住民に関する諸業務の省力化．
b. 相互扶助精神の高揚 .
c. 住民の隣組，分会，町会，区における近隣関係の感情の涵養と紐帯の強
化．その他，国籍，財産，学歴，信条，宗教を区分する障壁にふれない．
d. 新政策の実施による相互福祉の達成と一般法令に違反しない既存の慈
善事業・教育の実施．
　
　ここで注目されるのが，ジャワの地域住民の社会関係をめぐる精神性や感
情の問題に言及している 2 番目の「相互扶助精神の高揚」と 3 番目の「近隣
関係の感情の涵養と紐帯の強化」である．既述のように 1943 年に入り，経
済状況は悪化していた．このような状況のなかで，軍政当局は戦争協力のた
めに住民を動員・統制する方法を構想していた．しかし，当時のジャワの都
市社会では人間関係が希薄であった （Pandji Poestaka 1944.6.1）．バンドン
市の軍政当局でも，都市における人間関係を「都市郊外ではあちらこちらで
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まだ残存している近隣関係の感情が，都市では自分の利害に代わっている」 
（Bandoeng Si 1943b：17）9 とみていた．
　したがって，バンドンのような都市では，まず，人間関係が希薄な社会か
ら，住民の動員・統制が可能な社会につくりかえる必要性があったと考えら
れる．そのために，隣組導入の目的として，「相互扶助精神の高揚」と「近
隣関係の感情の涵養と紐帯の強化」という近隣の社会関係についての住民の
精神性や感情について言及し，住民間の人間関係を意識的に緊密化しようと
こころみたことがうかがえる 10．
　また，東部ジャワ最大の都市スラバヤでは，防空強化の必要性から，1943
年 8 月末から防火隣組の結成がなされた （ジャワ新聞社 1944：212）．しかし，
フレデリックが実施したスラバヤの住民に対する聴き取り調査によれば，住
民はシノマンとよばれる既存の伝統的な防火組織の活動と防火隣組の活動と
を区別して認識していなかった （Frederick 1989：117）．この住民への聴き
取りから，スラバヤでは，軍政当局が既存のジャワにおける社会組織を再編
することで防火隣組を結成したことがうかがえる．
　以上，バンドンとスラバヤの事例から，軍政当局はジャワの各地域の地域
性や既存の社会的資源を見据えて，住民組織の導入という形で住民の動員・
統制の制度化を段階的にすすめていたことが確認できよう 11．
　次に，軍政当局がジャワの地域社会全体に住民組織を導入する企図をはじ
めて明示した第一回中央参議院の答申内容をみてみよう．
　
2-2. 第一回中央参議院の答申
　1943 年 10 月 16 日から 20 日まで開かれた第一回中央参議院 12 では，最高
指揮官の諮問「現地住民の大東亜戦争協力実践強化に関する方策如何」に対
して建議がなされた．諮問の内容から，軍政当局にとって，ジャワの一般住
民を戦争協力に動員するための具体策が急務であったことがうかがえる．こ
の諮問に対して，中央参議院では以下 4 点の答申をだした （ジャワ新聞社 
1993：31）．
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1. 防衛援護強化組織設立．
2. 労働力供出機関設立．
3. 戦時生活態勢強化．
4. 戦時下生産増強に関する諸方策．
　
　このうち，3 番目の「戦時生活態勢強化」の具体策としてあげられたのが，
「部落共済会の如き団体の新設増強をなすこと」13 であった．軍政当局が軍
政監の諮問への答申として期待した「ジャワの人的，物的資源をあげて戦力
化する戦時態勢の確立」 （ジャワ新聞社 1943：31） には，ジャワ奉公会にく
わえて「部落共済会」のような末端住民の動員と統制をはかる住民組織，つ
まり隣組のような隣保組織が必要であったと考えられる．
　第一回中央参議院の答申でだされた「部落共済会の如き団体の新設増強」
という起案は，既存のジャワ各地の隣組の段階的導入，とくに，バンドン市
とスラバヤ市の隣組の成果を何かしらふまえたものであると考えられる．そ
して，この第一回中央参議院での住民組織設立に関する議論は，およそ 2 ヶ
月半後にジャワ全土における隣組の導入，そして，その上部組織として隣組
を管轄するジャワ奉公会の設立として結実することになる．
3. ジャワ奉公会の設立経緯
3-1. 隣組制度の導入
　第 1 回中央参議院の答申からおよそ 2 ヶ月半後の 1944 年 1 月 1 日に，ジャ
ワ軍政監は「治政秘第 1515 号・隣保組織整備ニ関スル件達（関係一般）」 に
よってジャワ全土に隣組制度の導入を発令した．また，同時に隣組制度の具
体的な規定が示された「隣保組織整備要綱」も発表された（治官報第 14 号：
31）．
　隣組の活動内容を示した「隣保組織整備要綱」は，「目的」「組織」「事業」
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「経費」「類似組織トノ関係」「監督関係及上級団体トノ関係」「実施範囲」「細
部事項」「侯地ニ於ケル取扱」の全 9 条 から構成されている．同要綱の「組織」
では，ジャワの末端の地域住民は全戸を対象として，10 戸から 20 戸からな
る隣組を組織すること，その上部組織として字常会を設置することが規定さ
れた（治官報第 14 号：31）．また，同要綱の「事業」によれば，隣組の活動
内容は以下の 5 点であった（治官報第 14 号：31；ジャワ・バル 1944.2.1；ジャ
ワ新聞社 1944, 50）．
　
1. 郷土防衛．
2. 命令伝達．
3. 増産供出・配給・消費規正．
4. 軍事援護・軍事奉仕．
5. 住民間の相互援助．
　
　以上 5 点の事業内容から明らかなように，いずれも，総力戦下のジャワで
末端の地域住民たちを統制・動員する強い必要性から規定された活動である
と判断できる．そして，この隣組を基礎とする地域住民の動員・統制は，そ
の上部組織としてジャワ奉公会を位置づけることで，軍政当局の指揮・命令
はジャワ全土の末端まで貫徹することが可能となる．つまり，ジャワ奉公会
と隣組制度の設立は，軍政当局の中央の指揮系統を一般住民まで徹底させる
システムの構築だったことがうかがえる．それでは，ジャワ奉公会はいかな
る経緯で隣組制度と連動して設立に至ったのであろうか．次に，ジャワ奉公
会の設立の経緯についてみてみよう．
　
3-2. 新住民奉公組織設立準備委員会
　ジャワ奉公会の設立構想 14 は，1944 年 1 月 8 日公布の「新住民奉仕組織
設立に関する最高指揮官告諭」15 （以下，「最高指揮官告諭」） よって正式に
発表された （Kan Po No.34：11-12）．つまり，ジャワ奉公会の構想は，隣組
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の設立が発表された 1944 年 1 月 1 日から 1 週間後に発表されたことになる．
　「最高指揮官告諭」では新住民組織は「戦局の現況，ジャワの実相及熱誠
なる住民の総意に基き之を軍政奉仕運動の全住民的組織」と位置づけられた．
これを受けて，ジャワ軍政監は「新住民奉仕組織に関する軍政監声明」16  （以
下，「軍政監声明」） を出して，新住民組織が滅私奉公の精神を基礎とした「聖
戦目的の達成を実現せんとする住民実践奉仕組織」であることを強調した
（Kan Po No.34：11-12）．
　新住民奉仕組織の活動内容が記載されている「新住民奉仕組織設立要綱」
では，「目的」「名称・構成及組織」「事業」「人事」「経費」「既存類似組織統
合措置」「新組織設立事務」の 7 項目の概要のみが示され，詳細な規程など
は発表されなかった．また，この段階では，新住民組織にはジャワ奉公会と
いう正式名称も付されていなかった．とくに重要と思われる新住民奉仕組織
の活動内容がうたわれている「事業」でも，その活動内容が以下 5 点にわたっ
て簡単に示されたに過ぎなかった．
　
1. 軍政奉仕の率先実践．
2. 万民親和に依る軍政奉仕の指導．
3. 防衛強化．
4. 戦時生活態勢強化．
5. 住民救護補導．
　
　ここで注目されるのは，全体的に新住民奉仕組織の「事業」内容が，既述
の第一回中央参議院の答申内容と重なっていることである．とくに，「事業」
4 番目の「戦時生活態勢強化」は，第一回中央参議院の 3 番目の答申と同一
である．前者では「部落共済会」のような末端住民の動員と統制をはかる住
民組織の設立が起案され，後者でも同一の「戦時生活態勢強化」を事業の 1
つとしたことから判断すると，軍政当局が末端住民を統制・動員する施策に
いかに高い関心を持っていたかがわかる．
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　その後，ジャワ軍政当局は，同年 1 月 12 日に新住民組織設立準備委員会 （以
下「準備委員会」）17 を発足させてジャワ奉公会の具体的な運動・組織形態
についての討議を始めた （Asia Raya 1944.1.10，ジャワ新聞 1944.1.12）18． 
準備委員会は委員長 1 名，委員 28 名，幹事 14 名の全 43 名から構成され，
委員長には，山本茂一郎・総務部長が就任した．
　準備委員会では，ジャワ奉公会について，また，ジャワ奉公会と隣組の連
動性についてどのような議論がなされていたかは，準備委員会の議事録など
の一次史料が発見されていないため，直接的にはこれをあとづけることはで
きない．しかし，準備委員会の活動と開会時期が一部重なる第二回中央参議
院の議事録から，間接的にどのような議論がなされていたのかをある程度推
論することができる．なぜなら，既述のように，新住民奉仕組織の「事業」
内容は，第一回中央参議院の答申内容と類似しており，とくに，準備委員会
における「事業」項目の 4 番目と第一回中央参議院における答申の 3 番目は，
いずれも同一の「戦時生活体制強化」であった．このことから，少なくとも「戦
時生活体制強化」に関しては，第一回中央参議院と準備委員会の討議内容に，
一定の共通性や継続性があると判断できる．
　また，第一回中央参議院の答申を受けて，軍政監は第二回中央参議院の諮
問でより具体的な議論をすることを議員たちに求めており，第一回中央参議
院の答申内容は，後述する第二回中央参議院の答申内容と多くが重なってい
る．さらに，第二回中央参議院の議事録のなかには，山本茂一郎 19・総務部
長をはじめとする軍政監部関係者のほか，準備委員会委員と中央参議院議員
の兼職者 20 が，ジャワ奉公会や隣組制度について意見を述べている内容が
散見される．
　以上から，第一回中央参議院，準備委員会，第二回中央参議院まで，一貫
して「戦時生活体制強化」に関する議論が継続的になされた可能性がきわめ
て高いと考えられる．
　では，第二回中央参議院の議事録から，「戦時生活体制強化」に関する議
論を中心に，ジャワ奉公会と隣組制度の連動性に関する準備委員会の議論の
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内容を推論してみよう．
3-3. 第二回中央参議院の答申
　第二回中央参議院は，1944 年 1 月 30 日から 2 月 3 日まで開かれ，最高指
揮官の諮問は以下であった．
　
「彼我の攻防愈々急にして時局最も重大なる昭和十九年を迎え『ジャワ』
決戦即応体制を益々強化拡充する為，当面緊急の住民実践方策に関しその
院の意見を諮ふ」 （ジャワ新聞社 1944：33）．
　
　この最高指揮官の諮問に対して，以下 7 つの答申が出された （Tyuo 
Sangiin Zimukyoku 1944b：15, 1944c：40-41）．
　
1. 民防衛態勢の強化．
2. 防衛態勢の強化．
3. 民防空態勢の強化．
4. 食糧増産の実践方策．
5. 増産に対する農民精神の昂揚．
6. 隣組を基調とする住民態勢の強化推進．
7. 上記事項を近く誕生を見るべき「ジャワ」住民奉公組織の事業たらしむ
　こと．
　
　この 7 つの答申では，注目する点が 2 つある．1 つ目には，第一回中央参
議院の答申の 3 番目と，準備委員会の「事業」項目の 4 番目として位置づけ
られた「戦時生活体制強化」が，第二回中央参議院の答申の 6 番目では「隣
組を基調とする住民体制の強化推進」とさらに具体的な内容になっているこ
とである．既述のように，隣組の設立を受けてジャワ奉公会の構想が発表さ
れ，準備委員会が発足したことを考えると，第一回中央参議院で示された「部
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落共済会の如き団体の新設増強をなすこと」が，第二回中央参議院に至って，
「隣組を基調とする住民態勢の強化推進」へとさらに具体化された歴史的経
緯が確認できる．
　2 つ目には，第 7 番目の答申から明らかなように，1 から 6 の答申すべてが，
構想中のジャワ奉公会の事業と位置づけられていることである．つまり，第
二回中参議院で建議されたすべての答申は，ジャワ奉公会の設立を前提とし
て起案されたことになる．したがって，自明ながら，6 番目の答申「隣組を
基調とする住民態勢の強化推進」もジャワ奉公会の事業となる．
　以上から，第二回中央参議院では，ジャワ奉公会と隣組制度との連動性が
明確に企図されていたことが確認できる．それでは，第二回中央参議院の議
事録から「戦時生活体制強化」に関する内容に焦点をあてて，軍政監部の実
務最高責任者であった山本茂一郎と，準備委員会と中央参議院議員を兼職者
したスカルノがジャワ奉公会と隣組についてどのような発言をしていたかを
確認してみたい．
　はじめに，ジャワ軍政監部総務部長と準備委員会委員長を務めた山本茂一
郎の発言をみてみよう．
　
　みなさんもご存知のとおり，住民奉仕組織が新たに設立されました．私
も設立準備委員会の委員長に就任し，新組織設立を準備しているところで
す．設立準備委員会は職員と住民から構成されています．全委員間の議論
が真剣かつ明快なので，新組織の要点，すなわち，規程，特別規程，執行
部規程などもすでに決定しております．その後，実行化のため，新組織の
運営方法の問題について委員全員で議論と精査を再度行ないます．隣組に
ついては，その要綱がすでに決定しております．そのため，各州では，短
期間のうちに都市部から徐々に要綱が実施できるように，隣組の設立に
向けた準備が懸命になされています （Tyuo Sangiin Zimukyoku 1944a：17 
下線は筆者）．
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　第二回中央参議院での山本の登壇は，総務部長として最高指揮官の諮問
に対する趣旨説明を行なうためであった．山本は，最高指揮官の諮問につ
いて 9 つの観点から説明を行なっている（Tyuo Sangiin Zimukyoku 1944a：
14-23）．山本は，このうち 5 点目として住民奉仕組織の設立について言及す
るなかで，上記のようにジャワ奉公会と隣組の準備状況を順に紹介した．つ
まり，両者はそれぞれが独立して準備がなされたのではなく，同時並行的に
両者の設立が計画されていたと推論できる．次に，中央参議院議長と準備委
員会委員を兼職したスカルノの発言 21 をみてみよう．
　
　村落部，都市部での隣組を基礎とする新組織の設立によって，ジャワの
全住民が近隣意識と相互扶助の感情をもち，この総力戦下において，生産
物，とくに，きわめて重要な食糧の増産のために尽力しなければなりませ
ん （Tyuo Sangiin Zimukyoku 1944a：29 下線は筆者）．
　
　スカルノは，新組織すなわちジャワ奉公会の基盤が隣組にあること述べた
あとで，軍政当局にとっての喫緊の課題であった食糧増産に，ジャワ奉公会
が貢献することを主張している．既述のように，1943 年の経済状況は深刻
化していたが，1944 年に入るととくに食糧事情が悪化した．軍政当局もこ
の厳しい食糧事情への対応が喫緊の課題となっていた．このことは，ジャワ
軍政監部警務部が軍政監を報告先として作成した1944年2月分の「治安月報」
での以下の記述から確認できる 22．
　
　生活必需品ノ減少ハ漸次深刻化シ，通貨膨張ト相俟ツテ価格昂騰シア
リ，就中食料衣料ノ逼迫著シク，闇取引ノ横行ニヨル需給混乱ト共ニ，価
格ハ日ヲ追ツテ昂騰シ，戦前ノ倍乃至十数倍の高価ニ非ザレバ入手シ得サ
ル状態トナリ，一部地方ニアリテハ半裸トナリ，甘藷其他野草ノ葉根又ハ
尚早ノ「タピオカ」等ヲ常食トシテ露命ヲ継キアルモノ，或ハ食糧オ欠乏
ニヨリ飢餓，浮腫病発生シ死亡者ヲ出ス等アリテ，民情ハ悪化ノ傾向ア
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ルノミナラス，食糧衣料ノ欠乏ニ其因スル窃盗，闇取引，流言，傷殺害
事件及其他不祥事件増加シアリ （爪哇軍政監部警務部 , 1944, JACAR Ref.
C14060156300 下線は筆者）．
　
　軍政当局は，ますます逼迫する食糧事情のなかで，末端の地域住民の統制
と動員をはかり食糧増産を達成する必要があった．スカルノは，議長として
中央参議院の全体の議事を調整し，進行する立場にあった．また，準備委
員会の委員を務め，ジャワ奉公会の方向性についての議論にも参加していた．
スカルノの上記の発言は，重大化する戦局にあって，軍政当局にとってもっ
とも喫緊の課題の 1 つであった食糧増産を，隣組とジャワ奉公会の連動に
よって達成しようとしていた強い意図がうかがえる．
　次に，ジャワ奉公会の設立とその最終的な構想が，隣組と同じであったこ
とを示してみよう．
4. ジャワ奉公会の設立
4-1. ジャワ奉公会の設立
　ジャワに日本軍が上陸した戡定記念日 3 月 1 日を期して新住民奉仕組織の
名称をジャワ奉公会として発足することになった （ジャワ新聞社 1944：41）．
ジャワ奉公会は，既存の軍政のための民衆総力結集運動 23 を解消・再編し，
ジャワにおける人的資源を最大限に動員することを目的とした （Kanahele 
1967=1977：218）．そのため，会員資格は「ジャワ奉公会規約」第四条によ
れば「本会ハ満十四才以上ニシテ奉公精神ヲ護持シ挺身本会目的ノ実践推進
ニ当タル者ヲ会員トス」 （治官報第 16 号：26，Kan Po No.37：14） と規定さ
れた．
　準備委員会で幹事長を務めたジャワ軍政監部総務部企画課長の野村哲 （陸
軍中佐） は，手記の中で「44 年 3 月奉公会ヲ設立，半官半民ノ団体ヲ結成
セシメ以テ一層戦争協力ニ資セシメントセリ」 （NIOD 400-772） と述懐して
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いる 24．この野村の回想からもわかるように，ジャワ奉公会は，軍政協力の
ためにジャワにおける人的資源を最大限に動員する体制を確保するために設
立されたのである．
　ジャワ奉公会の特徴は，民衆総力結集運動が都市における知識人を担い手
とするきわめて限定された活動であったのに対し，ジャワ奉公会は地理的に
は都市と農村も，また，階層的には上層と下層を包含した幅広いセクターを
傘下に置く組織であった （倉沢 1992：334）．また，民族的には，インドネ
シア人とそのほかの少数民族ごとに個別の組織を結成して統治を行ってきた
これまでの分割による民族政策を改めた．その結果，華人，アラブ人，欧亜
混血人の共同体を 1 つの秩序のなかに同化させて，すべての民族を日本の最
高指揮官の指導下に置くことをこころみた （Kanahele 1967=1977：218）．こ
のため，既存の華僑総会，アラブ委員会，インド・ヨーロッパ委員会などが
ジャワ奉公会に吸収されたのである （倉沢 1992：335）．これらの民族同化
政策の実行にあたっては，さかんに「五族協和」というスローガンが用いら
れた （西嶋・岸 1959：383）．
　このように，ジャワ奉公会はすべてのジャワのひとびとを最高指揮官の指
揮下に置こうとした点で，運動の主体が限定されていた民衆総力結集運動と
は大きく異なっていた 25．ジャワ奉公会は，まさにジャワの全民衆を包含し
た「全住民組織」（斉藤 1977：135）として設立されたのである 26．
　「ジャワ奉公会規約」 （治官報第 16 号：26-8） および 「ジャワ奉公会規約細
則」 （治官報第 16 号：28-31）によれば，ジャワ奉公会には中央と地方の組
織に分かれていた．多数の従業員を有する工場，事業所，公団，公社には特
別奉公会が設置された （治官報第 16 号：27,29）．
　中央組織は，総務・実践・教化の各局から構成される中央本部と，ジャワ
奉公会の活動を掌握する中央奉公会議から構成された．このうち，中央本部
長にスカルノ，中央奉公会議長に旧慣制度調査委員会で議長を務めた林久次
郎，副議長にはハッタが選出された．
　一方，地方組織は行政単位である州 （Syuu）・県 （Ken）・市 （Si）・市区 
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（Siku）・郡 （Gun）・村 （Son）・区 （Ku）に地方奉公会と地方奉公会議が設
置された．つまり，すべての行政単位にジャワ奉公会の支部が結成された 
（ジャワ新聞社 1944：42） のである．このジャワ奉公会の地方組織の設立に
よって，軍政当局の統制はすべての範囲に及ぶことが可能となった （Legge 
[1972] 2003：198）．
　そして，全民衆を包含するジャワ奉公会による軍政協力達成のために，重
要視されたのが隣組であった （Hering 2002：332）．なぜなら，軍政当局は
隣組を「奉公会とは双翼両輪の関係をなし両々相俟って軍政浸透，協力実践
の実をあげる」 （ジャワ新聞社 1944：50） 組織と考えていたからである．し
たがって，既述のように隣組とジャワ奉公会がほぼ同じ時期に結成されたこ
とはけっして偶然ではなかった．むしろ，両者の設立は同じ構想から生まれ
たものであり，相互の連動性が前提とされていた．その根拠を次に示してみ
よう．
4-2. ジャワ奉公会と隣組の構想と連動性
　Kan Po の第 34 号では，新住民組織の設立に関する文書が 7 点記載されて
いる （Kan Po No.34：11-22）．これらを順にあげると，「新住民奉仕組織に
関する最高指揮官告諭」，「新住民奉仕組織に関する軍政監声明」27，「新住
民奉仕組織に関する軍政監部公告」28，「軍政監部発表」29，「新住民奉仕組
織設立要綱」30，「隣保組織整備要綱の件に関する軍政監部公告」31，「新住
民奉仕組織発足に関する総務部長演説」32 （下線は筆者） となる．
　ここで注目されるのは，ジャワ奉公会（新住民奉仕組織）の設立に関する
一連の公示のなかに，隣組制度の役割を説明した「隣保組織整備要綱の件
に関する軍政監部公告」が割り込むかたちで入っていることである 33．この
「新住民奉仕組織に関する軍政監部公告」では，新住民組織，すなわち，後
に正式に発足するジャワ奉公会が，現在準備中でまもなく発足する隣組と連
携することによって十全に機能することが述べられている （Kan Po No.34：
14）34．
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　一方，隣組制度の具体的な規定を示した「隣保組織整備要綱」では，第 6
条「監督関係及上級団体トノ関係」の第 2 項で「軍政奉仕会（仮称）其ノ他
軍政協力団体ニシテ之ガ下部実践体タラシムルコト」いう条文がみられる 35．
この条文のなかで「軍政奉仕会」が仮称と紹介されていることから，「軍政
奉仕会」とは構想中あるいは準備中の組織体，すなわち，ジャワ奉公会のこ
とをさすと判断できる．
　以上から，ジャワ奉公会と隣組は，両者の相互補完によって存立しえるこ
とがそれぞれの設立構想のなかで明確に意識されていたことが確認できる．
このことをさらに傍証するのが，軍政当局によるジャワ奉公会と隣組制度の
関係に関する以下の認識である．
　
　奉公会の目標が特に軍政施策の迅速適正なる浸透にあるため，行政下部
機構として逐次組織されつゝある隣保制度とは密接な関係をもって連繋を
保つものである．（ジャワ新聞社 1944：42，下線は筆者）
　
　軍政の強力なる浸透を期するためにジャワ奉公会が設立されたが，これ
とは別個に行政下部組織を通じて施策の一貫徹底を期するため軍政當局は
1 月 11 日付當局談をもつて全島に隣保組織を編成する旨発表した．（ジャ
ワ新聞社 1944：50，下線は筆者）
　
　これらの認識は，ジャワの現状を討議するために，1944 年 3 月に開催さ
れたジャワ軍政監部の総務部長会合同でも確認できる．軍政当局は，同会同
の研究懇談事項のなかで「軍政ヲ末梢迄浸透セシムル為最モ速効的ナル具体
策」の 1 つとして「総合的住民奉仕組織及隣保組織ノ確立」をかかげ，以下
のように構想していた．
　
　行政下部機構トシテ字常会及隣組ヨリ成ル隣保制度ヲ整備スルコトト
シ，都会ヨリ逐次実施，本年迄ニ全島的組織トスル予定ニシテ之ニ依リ
（76） 創価人間学論集　第 10 号
奉公会ノ運用ハ完遂スル次第ナリ （爪哇軍政監部，1944，JACAR Ref. 
C14060768600 下線は筆者）．
　
　この軍政監部の軍総務部長会合同の研究事項項目の内容から明らかなよう
に，隣組制度がジャワ全島に普及することによってジャワ奉公会の組織運営
が十全にはかられることが強く期待されている．また，ジャワ奉公会と隣組
制度の発足時に，ジャワ軍政監部の実務担当の最高責任者である総務部長の
任にあり，後に軍政監を務めた山本茂一郎は，終戦後の 1949 年 6 月に書い
た手記のなかで , ジャワ奉公会と隣組の関係を以下のように回想している 36．
　
　隣組（中略）ハ実践ニヨル相互扶助及協力ヲ目的トスルモノデアツテ奉
公会ハ此処ニニ基盤ヲ置クモノデアル （NIOD 400-1443, 下線部は筆者）．
　
　自治行政ノ最下部組織タルト同時ニ奉公会運動ノ基盤デアル．即チ民衆
ノ最下部組織トシテ各部落ニ十戸乃至二十戸（土地事情ニヨリ差アリ）ヲ
以テ 1 ツノ組ヲ作リ相互扶助及協力ニヨリ日常生活ヲ実践スルモノデアル．
此ノ隣組ハ約三ヶ月デ殆ンド全島ニ普及シタ （NIOD 400-1443, 下線部は
筆者）．
　
　以上から，ジャワ奉公会という翼賛運動の末端社会への浸透という構想が，
行政の下部機構において隣組と分ちがたく結びつくことによってはじめて実
現可能となっていたことが改めて確認できる．この意味で，ジャワ奉公会と
隣組は，まさに「有機的に連接した」 （山本 1978：101） といえる．この両者
の「有機的な連接」とは，具体的には，小座野が指摘しているように，末端
行政の首長であった区長 37 を介することによって行われた （小座野 1997a：
18）．
　既述のように，ジャワ奉公会と隣組との連接は，ジャワ島の州 （Syuu）・
県 （Ken）・市 （Si）・市区 （Siku）・郡 （Gun）・村 （Son）・区 （Ku） までを完
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全に射程においた翼賛組織を完成させた．そして，区以下の末端の地域社
会では，軍政当局が「行政下部組織」または「行政下部機構」と位置づけた
隣組によって，ジャワ奉公会の施策や運動が徹底された．ジャワ映画社が
1944 年に制作した映画「隣組」38 のなかでも，ジャワ奉公会の設立を隣組
長か隣組員である住民に伝える光景が描かれている （ジャワ映画社 1944）．
　しかし，アジズがいうように，ジャワ奉公会はあくまでも表面的にはひと
びとの助け合いや協同の精神を発揮して，聖戦のために軍政の施策を実行し
それをささえなければならなかった（Aziz 1955：222-3）．このため，社会
の末端にまで軍政の施策を迅速に，かつ，確実に浸透させるだけでなく，互
酬性を喚起しながらすべての住民を日常的に統括する「住民親和」の下部組
織としての主体，つまり隣組が必要だった 39．
　山本茂一郎は「隣組はその地域の全住民を抱合するものであって，インド
ネシア人のみを対
（ マ マ ）
照とするものでない所に新たな 1 つの特色がある」（山本 
1978：101）と回想している．つまり，隣組は，理念的には「万民親和」や「五
族協和」というジャワ奉公会の構想を実現するための近隣社会における社会
関係や交際の場として位置づけられたのである 40．
　こうして，ジャワ奉公会という触手は，中央政府から隣組組織にいたる
まで，当時のジャワ社会の基礎により深く浸透していった（Legge [1972] 
2003：198）．そして，このジャワ奉公会と隣組・字常会の連動によるジャ
ワ社会への深い浸透は，ベネディクト・アンダーソンが指摘しているよう
に「インドネシアの歴史上，首都における政治権力の中枢と意思決定に，は
じめて農村世帯を継続的かつ事実上完全に連動させる政治組織が成立した」
（Anderson 1961：46）ことを意味していた．ジャワにおける大政翼賛運動は，
ジャワ奉公会と隣組の連動によって大きな展開をみせていくのである．
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結語
　日本占領下におけるジャワ奉公会は，重大化する戦局のなかで，末端の地
域住民を動員・統制する必要性から隣組と同じ構想によって設立された．軍
政当局は，総力戦下における地域住民の動員・統制を，ジャワ各地で隣組の
段階的導入によってまず行なった．その後，ジャワ奉公会と隣組の連動によっ
て，軍政当局の命令・指揮系統はジャワ島の州 （Syuu） から隣組まで貫徹す
ることが可能になった．軍政当局は，この両者の連動によって，住民に対す
る動員・統制の完全な制度化のシステムを構築したといえる．
　日本のジャワ占領統治は，1942 年 3 月から開始されており，本論で論じ
たジャワ奉公会の設立までには 2 年間の時間差がある．この 2 年間に，日本
軍政当局が実施した大政翼賛運動に関する政策を一瞥してみると，三亜運動
や民衆総力結集運動の展開，民族別諸団体 （華僑総会，アラブ委員会，イン
ド・ヨーロッパ委員会，邦人報国会など） や，社会諸団体 （青年団，警防団，
婦人会，ジャワ新聞会，ジャワ医事奉公会，ジャワ教育奉公会，ジャワ体育
会，ジャワ通信奉公会など） の結成などが確認できる．
　したがって，ジャワにおける大政翼賛運動は，本論でとりあげたジャワ奉
公会・隣組だけでなく，従前の三亜運動と民衆総力結集運動の展開や，民族
別諸団体・社会諸団体の結成にまで遡り，それぞれの形成・発展過程を詳細
に考察しながら全体を俯瞰する分析が必要である．これらの運動や諸団体と，
本論で論じたジャワ奉公会・隣組をふくめた全体的な分析については別論を
期したい．
付記：本論文は JSPS 科研費 JP26284012 の助成を受けた研究成果の一部で
ある。
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注
1.　本論では，隣組とジャワ奉公会の設立過程に焦点をあてるため，両者の具体的な
機能や活動内容の詳細については言及しない．これらの論考については別論を期す．
2.　1943 年当時の経済状況の悪化については，ジャワ軍政監部の 1942 年度と 1943 年
度の一般会計予算の異同をみると明らかである．1942 年度予算は 225,591,621 ギル
ダーであるが，1943 年度予算では，経常部と臨時部合わせて 252,626,273 ギルダー
と前年比 27,034,652 ギルダー増であった．しかし，歳入に占める割合がもっとも
大きい税収では，1942 年度予算が 85,992,400 ギルダーであったのに対して 1943 年
度予算では 82,437,000 ギルダーと 3,555,400 ギルダーのマイナス計上となっている
（治集団軍政監部 n/d, NIOD-4411）．
3.　本資料には調査時期は明記されていないが，資料の発刊が 1943 年 7 月であること
から，1943 年の上半期に調査が実施されたと推測される．
4.　外務事務官としてジャワ軍政監部の政務班長を務めた斉藤鎮男は以下のように述
べている．
「新組織の特徴は，その目的を軍政施策の実践推進に絞り，その会員は全民族を
包合したところにあり，その性格は軍政機関と一体ということにあった」（斉藤 
1977：134）
5.　ジャワ奉公会の結成は日本国内では以下のように報道されている．
　ジャワ奉公会組織決まる
　ジャワ住民の奉仕組織の結成については過般来設立準備委員会で規約の決定そ
の他一切の手続きを進めていたが，このほど成案を得たので，7 日規約，事務機関，
職制などが発表された．内地の大政翼賛会にも比すべき新住民奉仕組織はジャワ
奉公会と称し，会員組織として日本人，インドネシアを初め，華僑，混血住民の
満 14 歳以上のものをもって組織し，軍政監を総裁として万民調和による軍政奉仕
の実践，指導，防衛の強化，戦時生活態勢の確立などを目標に強力な住民運動を
展開するものであって，州，特別市，県，郡，区にそれぞれ北方奉公会を設置す
る外，工場，事業場，公団，公社など多数の従業員のいる職域では特別奉公会を
組織することになっている．ジャワ奉公会は来る 3 月１日皇軍ジャワ上陸記念日
を卜して発足し，同月 9 日第 1 回大会を開催する予定である．（朝日新聞 1944.2.9）
6.　1944 年 9 月 7 日，小磯首相が帝国議会でインドネシアの将来の独立許容声明を発
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表すると，軍政当局は新国家建設の基盤確立を重要課題と設定し，これにあわ
せて 1945 年 2 月にジャワ奉公会の綱領，規約などを改正した（Kan Po No. 59：
17-19）．この綱領や規約の改正によって，ジャワ奉公会はこれまでの日本軍政へ
の協力にくわえて，独立基盤の完成という新しい目的が付加された．すると，軍
政当局はジャワ奉公会がインドネシア独立のための任務を負っていることを特に
強調し，奉公会運動がだれのためでもなく，ほかならぬジャワの住民のためのも
のであると喧伝した（新ジャワ：1945.4. ：48）．
7.　ケドウ州の隣組設置について，ジャワ新聞では，以下のように報じている．
　各県市郡村にそれゞ地方振興協議会を設け各地域内の官吏及び民間の有識者が
会員となって毎月一回召集する，その下部組織として各区に組を置き約十戸を単
位として，さらに隣保を作り区長は組長会議を，組長は隣保常会を開いて上意下
達と下意下達をはかる仕組みになっている（ジャワ新聞 1943.11.21）．
8.　バンドンに隣組を導入した法令は 1943 年 3 月 9 日付の「バンドン市地域における
隣組規定」（Bandoeng Si 1943a）である．インドネシア語原文は， “Peratoeran Tata-
Keloearga （Tonari Kumi）dalam Daerah Bandoeng Si” である．このバンドンにおける
隣組導入は，バンドン市を統括するプリアンガン州長官の命令であることが，同
法令の署名と発効日の次に記載されている．記載の内容によると，プリアンガン
州長官の命令日は 1942 年 2 月 28 日となっている．つまり，実際の導入の 3 ヶ月
前から隣組の構想があったことがわかる．
9　「バンドン市地域における隣組規定の説明」（Bandoeng Si 1943b：14-27）による．
同文書のインドネシア語原文は “Keterangan Peratoeran Tata-Keloearga （Tonari Kumi） 
dalam Daerah Bandoeng Si” である．
10.  バンドン市長のアトマ・ディ・ナタは，隣組導入によって，実際に都市における
住民間の人間関係の希薄さが解消した旨を証言している （Tjahaja 1943.12.8）．
11.  バンドンの隣組導入の詳細については別論を期す．
12.  中央参議院の開設は，1943 年 6 月 16 日に開催された第 82 回臨時帝国議会で，東
條首相がインドネシア地域のインドネシア人の政治参与を約束した声明の具現策
であった．しかし，中央参議院の開設は，あくまでも南方防衛の要衝であるジャ
ワの住民協力を著しく盛り上げるために有効な代償として付与されたものであっ
た （岸・西嶋 1959：353）．したがって，中央参議院の位置づけは「最高指揮官ニ
直隷シ，政務ニ関シ最高指揮官ノ諮問ニ答申シ最高指揮官ニ対シテ建議ス」（治官
報第 10 号：8）とされ，あくまでも軍政の最高諮問機関という性格をもっていた．
また，中央参議院は議員と中央参議院事務局 （以下，事務局）から構成されたが，
実質的には日本人官吏で固められた後者に大きな権限があった （岸・西嶋  1959：
357）．事務局の運営規定を定めた治監令第 6 号「中央参議院事務局規定」によれば，
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その設置の目的は「中央参議院ノ會議ノ準備，議事ノ整備，議事録ノ作成，最高
指揮官ニ対スル答申及建議ノ進達其ノ他参議院ニ関スル事項ヲ掌理」 （治官報第 10
号：10）することにあった．つまり，事務局は中央参議院で討議される議事やそ
の進行を完全に掌握できるようになっていたのである．つまり，中央参議院は自
由な議題を討論する議場ではなく，最高指揮官である 16 軍司令官があらかじめ
準備した諮問に対する答申の作成や建議の提出を目的として議論がなされたので
ある．さらに，諮問の内容も軍政浸透徹底，民度向上，教育及び教化，産業経済，
厚生経済，衛生の 6 項目に限定された （西嶋・岸 1959：356）．
13.  この「部落共済会の如き団体」は，当該の内容を示すインドネシア語原文では，「ル
クン・カンプンやルクン・デサなどの団体」と記載されている．インドネシア語
原文では “perkoempoelan-perkoempoelan seroepa roekoen kampoeng, roekoen desa dan 
sebagainja” である （Soeara Asia 1943：200）．
14.  1944 年 1 月 4 日のジャワ新聞には，軍政への新協力体制の必要性から官民・全
協力団体を糾合する構想が練られていることがうかがえる記事が掲載されている
（ジャワ新聞 1944.1.4）．時期的に見て，遅くとも 1943 年の 12 月末の段階で，新
住民組織設立の構想があったと推論してよいだろう
15. インドネシア語原文では “Amanat Saiko Sikikan tentang Hal Mendirikan Badan Baroe 
oentoek Kebaktian Pendoedoek” である．
　　　軍政監部は，「最高指揮官告諭」が公布される前日の 1 月 7 日に，爪哇軍政監
部総務部長，内務部長名で「治政総企第 1775 号　新住民組織結成発表ニ伴フ感
興調査ノ件」を発出し，新住民組織結成についての感興調査の依頼を行なってい
る．調査結果の提出期日は 1 月 18 日までとされており，調査対象はプートラ関係
者，官公吏，イスラーム関係者，新聞界，華僑，混血住民などであった （M549：
5179-16）．
16.  インドネシア語原文では “Keterangan Gunseikan tentang Hal Mendirikan Badan Baroe 
oentoek Kebaktian Pendoedoek” である．
17.  準備委員会は遅くとも 1944 年 2 月末までに職務を終えて同年 3 月 1 日までに解散
することが規定された （Kan Po No.34：18）．準備委員会の職務は以下の 6 点であっ
た （Asia Raya 1944.1.10）．
　　1. 奉仕組織に関する詳細を決定すること．
　　2. 奉仕組織の諸幹部を任命すること．
　　3. 各種団体の統合を行なうこと．
　　4. 奉仕組織の方針・目的を決定すること．
　　5. 奉仕組織の職務に関する諸問題について討議すること．
　　6. 奉仕組織の事務所を建設すること．
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18.  ジャワ新聞の記事では幹事のうち，スマナン （プートラ） の名前が欠落している．
19.  山本茂一郎は準備委員会の委員長として，ジャワ奉公会の設立準備の中心的な役
割を担った．ジャワ奉公会の設立にあたっては，山本茂一郎から請われて，日本
の大政翼賛会で組織局長の重責を担い，翼賛壮年団では副団長兼中央本部長も務
めた是松準一が陸軍司制長官としてジャワに赴任した （是松 2001：132）．是松
のジャワ赴任についての記述は，是松の妻の日記を長男の恭治が書き起こしたも
のである．ジャワ奉公会は組織規模が大きく新奇な構想であったため，是松が招
請されて指導役となった （斉藤 1977：135）．是松がどのようにジャワ奉公会を
指導したのかについては詳細な史料がなく，今後の課題である．ジャワ奉公会は
1945 年 1 月に運動・組織の強化策がはかられた （Kan Po No.59：15-19） が，是松
は，中央本部次長としてこの強化策についての見解を「ジャワ新聞」に寄せてい
る （ジャワ新聞 1945.1.24）．
20.  インドネシア人の準備委員会委員 25 名のうち 19 名が中央参議院の議員を兼職し
ていた．
21.  スカルノ以外にも以下のような中央参議院議員の発言がみられる．
　　ブンタラン （中央参議院副議長・準備委員会委員）
　　新組織の設立はジャワの全住民の奉仕をひとつにするものです．したがって，今
こそ，新ジャワの全住民は奉仕をひとつにするために尽力しなければなりません 
（Tyuo Sangiin Zimukyoku 1944a：4）．
　　ウルヤニングラット （中央参議院議員）
　　実際的な方法は全ジャワにまもなく設立される隣組との協働です（Tyuo Sangiin 
Zimukyoku 1944a：63）．
　　スリスナ・スンジャヤ （中央参議院議員）
　　新組織と隣組を介して情報が隅々にまで入っていけば　私たちは奉公精神が身体
にみなぎると確信します （Tyuo Sangiin Zimukyoku 1944a：70）．
22.  原文の資料では句読点が判別できないが，読みやすくするために筆者がこれを補っ
た．
23.  民衆総力結集運動は従前の三亜運動にかわって，1943 年 3 月に組織された軍政協
力のための運動である．インドネシア語では “Poesat Tenaga Rakjat” と呼ばれた 
（略称は Poetera ＝プートラ）．運動の中心を担ったのは，スカルノやハッタをは
じめとする民族指導者や高名な宗教指導者たちであった．とくにスカルノは，か
ねてから軍政当局に対して民衆運動の許可を強く求めていたが，当局側も軍政協
力の枠内に限定することを条件にこれを認めた （斉藤 1977：116）．したがって，
日本占領下ジャワにおける大政翼賛運動の展開 ― ジャワ奉公会の設立過程（83）
民衆運動といっても自由な運動が保証されていたわけではなく，「政治化を伴わな
い動員」 （倉沢 1992：314） が基本原則であった．
24.  資料からは手記が書かれた日付は特定できない．しかし，野村の経歴に関する記
述が 1946 年 6 月までになっていることから，同年月以降に書かれたと判断できる．
25. ジャワ奉公会は「民衆総力結集運動」 （プートラ）と完全に非連続であったわけで
はない．たとえばプートラの衛生部は，ジャワ奉公会に先駆けて 1943 年に 8 月に
設立されたジャワ医事奉公会と密接な関係をもっている．ジャワ医事奉公会につ
いて別論を期す．
26.  アメリカ戦争情報局 （OWI） 海外支局のレポートでも，ジャワ奉公会の構成員が民
族的に多様であるとする記述が確認できる （OWI GID Report No.559：2）．
27. インドネシア語原文では “Keterangan Gunseikan tentang Hal Mendirikan Badan Baroe 
oentoek Kebaktian Pendoedoek” である．
28. インドネシア語原文では “Pengoemoean Gunseikan tentang Hal Mendirikan Badan Baroe 
oentoek Kebaktian Pendoedoek” である．
29.  インドネシア語原文では “Berita Gunseikanbu” である．
30. インドネシア語原文では  “Azas-Azasmanat Badan Baroe oentoek Kebaktian Pendoedoek” 
である．
31. インドネシア語原文では “Pengoemoean Gunseikan tentang Hal Menjoempoernakan 
Sesoenan Roekoen Tetangga” である．
　　ジャワ以外でも隣組制度の導入が検討されていた経緯がみとめられる．たとえ
ばスマトラのアチェでは，日本の敗戦直前の 1945 年 8 月 1 日から，「アチェ州告
示第 12 号」によって全州での隣組制度の導入が期されていた．また，時期につ
いては不明だが，「アチェ州告示第 12 号」がだされる以前にも，アチェでは都
市部などですでに隣組制度が導入されていたことがうかがえる （Atjeh Shinbun 
1945.7.12）．
32. インドネシア語原文では “Pidato Soomubutyoo tentang Lahirnja Badan Baroe oentoek 
Kebaktian Pendoedoek” である．
33.  ジャワ新聞社が発行した年鑑 「アルマナック・アシア・ラヤ 2604 年」 でも同じよ
うな配列がみられる （Djawa Shinboen Sja 2604）．同年鑑では，ジャワ奉公会に
関する告示や法令の紹介，アシア・ラヤ紙の代表者であり，準備委員会委員も務
めたスカルジョ・ウィルヨプラノトによる隣組についての説明 （Soekardjo 1944：
179-189），上述の 「隣保組織整備要綱の件に関する軍政監部公告」 という順番に
なっている．
34.  この「新住民奉仕組織に関する軍政監部公告」の一文は，「新住民奉仕組織設立要綱」
の第 2 条 3 項の組織 f の条文に明記されている．この条文には，「業務を遂行する
にあたっては，本新住民奉仕組織は現在整備されている隣組またはそれに類する
組織と会合をもたなければならない」 （Kan Po No.34：17） という条文がみられる．
（84） 創価人間学論集　第 10 号
35.  軍政監部内務部が作成した『隣保組織整備之栞』では，「隣保組織整備要綱」第6条「監
督関係及上級団体トノ関係」について，同資料の「隣保組織ノ上下関係ハドウナ
ルカ」のなかで「各種軍政奉仕運動ニ就イテモ隣組，字常会ハ最下部ニ於ケル実
践活動ヲスルノデアル」 （軍政監部内務部 1944：5） と説明している．
36. ジャワ軍政監部政務班長の要職にあった斉藤鎮男も，隣組制度との協力関係を重視
した理由を，ジャワ奉公会の志向する全住民組織という特長を発揮させるため （斉
藤 1977：135） と回想している．
37.  ジャワ奉公会実践局長のオットー・イスカンダル・ディナタは，ジャワ奉公会の
諸業務がデサで実践されることから，区奉公会は隣組との会合を開いて連絡をと
るように述べている （Kan Po No.59：19）．
38.  該当部分は，第 1 巻の冒頭から 5 分 7 秒後くらいから描かれている．倉沢は内容，
ナレーション，登場人物のセリフを一部紹介している （倉沢 1992：694-696）
39.  ジャワ新聞社の外勤部員・山下鐵夫は「 『住民総親和』の実現も永い間反目しあ
つた各階級，各民族の団結であるだけに早急なる期待は無理であらう．たゞ，最
近における隣組の和合はたしかに注目に値する」 （山下 1944：24） と述べて，住民
間の親和に隣組がはたした役割を評価している．
40.  インドネシア語整備委員会の委員として軍政にも関わった文学者のタクディル・
アリシャバナは，日本占領期のインドネシアを描いた思想小説『敗北と勝利』の
なかで，ジャワ奉公会の発足と隣組制度の関係について以下のように描いている．
軍政諸般にわたって当局を支持し，民衆の間に相互扶助による協力関係を築く
ことが目的であった．ジャワ奉公会と隣組というこの 2 つの組織を使って，軍
政当局は，住民を辺境の村々にいたるまで，効果的に支配できるのであった． 
（Alisjahbana 1978=1983：240）
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